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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

   当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、外国人旅行者の増加等もあって物販・サービス業

において消費の拡大が見られましたが、一方で、中国経済の先行きへの不安や原油価格の下落による為

替相場の変動等の要因により、国内外の株価が下落傾向を示し、景気の先行きは見通しにくい状況の中

で推移しました。 

   当警備業界におきましては、安全、安心に対する社会的なニーズは底堅く、新商品や新たなサービスへ

の取り組みが進展するのと同時に、ビルメンテナンス事業や医療、介護事業等の周辺分野への進出、事

業拡大の動きが顕著となっており、同業他社との競争激化の状況が続いております。 

   このような状況の中、当社グループは「収益の拡大」「品質の向上」「生産性の向上」を目指して以下の

課題に引続き取り組んでまいりました。 

具体的には売上金回収サービス「ＴＥＣ－ＣＤ」やＩＤカードを活用し機械警備と入退室管理を複合

提供する「ＴＥＣ－ＩＳ」をはじめとした高付加価値商品やサービスの販売に注力するとともに、人

事・労務管理の厳正実施、実務に即した警備員教育の徹底、スキル認定制度の定着化、支社の移転や待

機所の集中化等に引続き取り組んでまいりました。 

また、７月には大阪府下で清掃業務を展開する「株式会社大阪ビルサービス」を子会社とし、10 月に

は不動産仲介業務を主として行う「テック不動産株式会社」を設立するなど、ビル管理事業の拡大と不

動産業務への取組強化にも努めてまいりました。 

その結果、当第３四半期連結累計期間における当社グループの業績は、警備業務、ビル管理業務とも

堅調に推移し、前年同四半期比増収となりましたが、一方で、人件費や物件費並びに外注費の増加等に

より、営業利益、経常利益については前年同四半期比減益となりました。 

売上高は、警備事業、ビル管理事業がともに堅調に推移した結果、15,337 百万円、前年同四半期比 

605 百万円、4.1％の増収となりました。利益面では、業務全般にわたる効率化を徹底しましたが、一方

で人件費や物件費並びに外注費等が増加したことから、営業利益は 536 百万円となり、前年同四半期比

△14 百万円、2.6％の減益、経常利益は 672 百万円、前年同四半期比△12 百万円、1.8％の減益となりま

した。親会社株主に帰属する四半期純利益は、投資有価証券の売却益 800 百万円がありましたが、一方

で当社が加入する大阪府貨物運送厚生年金基金について特例解散の手続きが進み、合理的な損失負担金

の見積りが可能となったことから、厚生年金基金解散損失引当金繰入額 719 百万円を計上することとし、

特別損失に計上したこともあり、350 百万円となり、前年同四半期比 0 百万円、0.1％の増益となりまし

た。 

 

セグメント別の業績は、次のとおりであります。 

  （警備事業） 

   警備事業につきましては、輸送警備が前年同四半期比減収となりましたが、機械警備、施設警備、受託

管理、機器販売は堅調に推移しました。また、ビル管理事業との複合業務において警備事業部門も増収

となりました。 

   その結果、警備事業の当第３四半期連結累計期間の売上高（セグメント間の内部売上高又は振替高は除

く。）は、11,292 百万円、前年同四半期比 295 百万円、2.7％の増収、セグメント利益（営業利益）は 

434百万円、前年同四半期比３百万円、0.7％の増益となりました。 

  （ビル管理事業） 

   ビル管理事業につきましては、関係会社との連携を強化し、ビル総合管理の受託を推進しました。 

   その結果、ビル管理事業の当第３四半期連結累計期間の売上高は、4,044 百万円、前年同四半期比  

309 百万円、8.3％の増収となりましたが、業務の増加に伴う人員増並びに最低賃金の上昇に伴う人件費

の増加と一時的な買収費用の増加により、セグメント利益は 64 百万円、前年同四半期比△22 百万円、

25.9％の減益となりました。 
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 （資産） 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、24,782 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 405 百万円

増加しました。 

流動資産は、14,424百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,058百万円増加しました。 

その主な要因は、現金及び預金が 1,332 百万円、繰延税金資産が 78 百万円減少しましたが、一方で売

上金回収サービスの契約増に伴い受託現預金が 1,804 百万円、有価証券が 600 百万円、その他で 64 百万

円増加したこと等によるものです。 

固定資産は、10,357百万円となり、前連結会計年度末に比べ653百万円減少しました。 

その主な要因は、売却により土地が 248 百万円、投資有価証券が 439 百万円減少したこと等によるも

のです。 

 （負債） 

   負債合計は、5,377百万円となり、前連結会計年度末に比べ473百万円増加しました。 

 （純資産） 

   純資産合計は、19,405百万円となり、前連結会計年度末に比べ68百万円減少しました。 

   自己資本比率は前連結会計年度末に比べ1.6ポイント減の78.3％となりました。 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

   平成 28 年３月期の業績予想につきましては、厳しい市場環境が続いており警備業務全般では伸び悩ん

でおりますが、一方で画像監視システム「ＴＥＣ－ｉ」、売上金回収サービス「ＴＥＣ－ＣＤ」の拡販や

コールセンター業務等の複合業務を絡めたビル管理業務などが堅調に推移していることもあり、前回 11

月６日公表の連結業績予想計数から変更しておりません。 

 

   （連結業績予想） 

売 上 高 21,000百万円 （前期比  5.8％増） 

営 業 利 益 730百万円 （前期比  6.9％増） 

経 常 利 益 870百万円 （前期比  3.2％増） 

親会社株主に帰属する当期純利益 510百万円 （前期比 14.9％増） 
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２．サマリー情報（その他）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

   当第３四半期連結会計期間より、テック不動産株式会社を新規に設立し、当該会社を子会社化したこと

に伴い連結の範囲に含めております。 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

   該当事項はありません。 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

 会計基準等の名称及び会計方針の変更の内容 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」と

いう。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 25 年９月 13 日。以下「連結会計基

準」という。及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準７号 平成 25 年９月 13 日。以下「事業分

離等会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対す

る当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の

費用として計上する方法に変更いたしました。 

 また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による

取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法

に変更いたします。 

 加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っておりま

す。 

 当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結

財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第 58－２項（４）、連結会計基準 44-５項（４）

及び事業分離等会計基準第 57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間

の期首時点から将来にわたって適用しております。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ  

18,333千円減少しております。 
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（追加情報） 

１．従業員持株会支援信託口における会計処理について 

 当社は、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。 

 (1)平成27年２月導入の従業員持株会支援信託 

 ①取引の概要 

  当社は、従業員（連結子会社の従業員を含む。以下この項において同じ。）に対する中長期的な当社企業

価値向上へのインセンティブ付与及び福利厚生制度の充実等により当社の恒常的な発展を促すことを目的と

して、従業員持株会支援信託（以下、「ＥＳＯＰ信託」という。）を平成27年２月に導入いたしました。 

  当社が当社持株会に加入する従業員のうち、一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該

信託は信託期間中に当社持株会が取得すると見込まれる数の株式を予め定める取得期間内に取得いたします。

その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却いたします。当該信託は、保有する当社株式

の議決権を当社持株会の議決権割合に応じて行使いたします。 

②信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。 

 自己株式の帳簿価額及び株式数 

 前連結会計年度        152,905千円、130,800株 

 当第３四半期連結会計期間   113,393千円、 97,000株 

③総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

前連結会計年度        152,905千円 

 当第３四半期連結会計期間      131,105千円  

 

(2)平成24年２月導入の従業員持株会支援信託 

 ①取引の概要 

当社は、従業員（連結子会社の従業員を含む。以下この項において同じ。）に対する中長期的な当社企業

価値向上へのインセンティブ付与及び福利厚生制度の充実等により当社の恒常的な発展を促すことを目的と

して、従業員持株会支援信託（以下、「ＥＳＯＰ信託」という。）を平成 24 年２月に導入し、平成 27 年３月

31日をもって信託は終了しております。 

②「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第 30 号 

平成27年３月26日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っております。 

③信託が保有する自社の株式に関する事項 

ａ 信託が保有する自社の株式は、株主資本において自己株式として計上しております。 

  b 期中平均株式数 前第３四半期連結累計期間    26,378株 

  c 期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式を含めておりません。 

 

２．厚生年金基金解散損失引当金について 

当社が加入する「大阪府貨物運送厚生年金基金」は、平成26年２月25日開催の代議員会において特例解

散の方針を決議いたしました。 

その後、解散認可申請に必要な事業主及び加入員等の同意書の取得が完了したことにより翌期以降に解

散による損失が発生する可能性が高く、かつ、解散手続の進行に伴い現時点の解散スケジュールに基づく

合理的な見積りが可能な状況になったことから、同基金解散に伴う損失見込額を、特別損失に厚生年金基

金解散損失引当金繰入額719,086千円、固定負債に厚生年金基金解散損失引当金719,086千円として計上し

ております。 
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（３）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（４）セグメント情報等 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

 
報告セグメント 調整額 

(注)１ 

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２ 警備事業 ビル管理事業 計 

売上高  

 外部顧客への売上高 10,996,714 3,735,781 14,732,496 ― 14,732,496

 セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

32,644 539,276 571,920 △571,920 ─

計 11,029,359 4,275,057 15,304,416 △571,920 14,732,496

セグメント利益 431,169 87,139 518,308 32,013 550,322

（注） １ セグメント利益の調整額は、セグメント間の取引消去によるものであります。 
 ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

     

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

     （固定資産に係る重要な減損損失） 

     該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

     重要な変動はありません。 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

 
報告セグメント 調整額 

(注)１ 

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２ 警備事業 ビル管理事業 計 

売上高  

 外部顧客への売上高 11,292,660 4,044,954 15,337,615 ― 15,337,615

 セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

20,854 545,808 566,662 △566,662 ─

計 11,313,514 4,590,763 15,904,278 △566,662 15,337,615

セグメント利益 434,281 64,611 498,892 37,267 536,159

（注） １ セグメント利益の調整額は、セグメント間の取引消去によるものであります。 
 ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

     

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

     （固定資産に係る重要な減損損失） 

     該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

     重要な変動はありません。 
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 ３．報告セグメントの変更等に関する事項 

   会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、支配が継続している場合の子会社に対

する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計

年度の費用として計上する方法に変更し、また、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定による取得原価

の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変

更したことに伴い、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。 

   当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「ビル管理事業」のセグメント利

益が18,333千円減少しております。 

     

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

   当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日） 

該当事項はありません。 

 

４．補足情報 

   販売の状況 

    販売実績 

    当第３四半期連結累計期間における業務別の販売実績は、次のとおりであります。 

（単位：千円、％） 

業務別の名称 
販売高 

前年同四半期比 前年同四半期比 平成27年3月期
第３四半期 

平成28年3月期
第３四半期 

 機 械 警 備 5,776,133 5,884,887 108,753 1.9

 輸 送 警 備 1,020,390 1,006,910 △13,480 △1.3

 施 設 警 備 1,375,120 1,445,499 70,379 5.1

 受 託 管 理 1,271,235 1,320,943 49,707 3.9

 工事・機器販売 643,066 706,784 63,717 9.9

 警 備 事 業 計 10,085,946 10,365,025 279,078 2.8

 ビ ル 総 合 管 理 4,646,549 4,972,590 326,040 7.0

合 計 14,732,496 15,337,615 605,119 4.1

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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